
指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所及び指定地域密着型介護老人福祉施設の利用に係る入居又は入所に関する取扱要領
（目的）
第１条　この要領は、島原地域広域市町村圏組合（以下「本組合」という。）の被保険者（介護保険法（平成９年法律第123号。）第９条に規定する被保険者をいう。以下同じ。）が、指定認知症対応型共同生活介護事業所及び指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所へ入居並びに指定地域密着型介護老人福祉施設に入所（以下「入居等」という。）するにあたり必要な要件を定め、地域密着型サービスの創設の意義を踏まえた適切なサービスの利用を確保することを目的とする。
（入居等の要件）
第２条　本組合を構成する島原市、雲仙市及び南島原市（以下「構成市」という。）に所在する指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所及び指定地域密着型介護老人福祉施設（以下「事業所」という。）への入居等を希望する者（以下「入居等希望者」という。）は、引き続き３箇月以上構成市の区域に住所を有する者でなければならない。
２　入居等希望者は、現に住所を有する構成市（以下「現住所市」という。）において、同一の区域内に所在を有する事業所に限り入居等することができる。
（入居等の特例）
第３条　入居等希望者を、現住所市以外の構成市（以下「他住所市」という。）に所在を有する指定認知症対応型共同生活介護事業所及び指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所は１ユニット当たり３人以下、指定地域密着型介護老人福祉施設は１施設当たり９人以下を受け入れることができるものとする。
２　前条及び前項の規定にかかわらず、入居等がやむを得ないと判断される特別の事由がある場合は、当該事業所は事由（状況等）説明書（別紙様式。以下「説明書」という。）を本組合介護保険課（以下「担当課」という。）に提出しなければならない。
３　前項の規定により説明書が提出された場合は、担当課がその緊急性や妥当性を総合的に判断して、次の各号のいずれかに該当すると認められるかを審査する。
⑴　家族や同居者による虐待等のため緊急的に当該事業所へ入居等する必要がある場合
⑵　入居等予定者の親族（血族３親等内又は姻族２親等内）が構成市に住所を有する者であって、明らかに継続的な親族からの支援等が必要である場合
⑶　認知症等の症状がある入居予定者が、当該事業所の所在する市（構成市に限る。）に居住することで、その症状が和らぐなどの医学的な診断等がある場合
⑷　構成市のいずれかの市に住所を有したことがある者であって、他の市町村へ転出した後に認知症等が発症するなどして短期間（おおむね１年間）で当該構成市に転入し、当該事業所への入居等を希望する場合
４　担当課は、前項の審査の結果を当該サービスの利用が特別の事由であると認定した場合は、その旨を当該事業所の管理者に連絡する。また、不適切と認定した場合は、その旨を当該事業所の管理者に通知する。
５　前項後段に規定する通知以外の事業所への連絡は、原則電話連絡で行うものとする。
６　第４項の前段による特別の事由と認定できる人数は、第１項に規定する入居者と合わせて１ユニット当たり３人以下とする。
（事業所の管理者の責務）
第４条　事業所の管理者は、本組合の被保険者が当該事業所に入居等を希望するにあたり、前３条の規定に基づき入居等ができないと判断されるときは、当該事業所を通じて入居等を希望するものに地域密着型サービスの意義等を説明し、当該入居等の契約を締結できないことの理解を求めるものとする。
（サービス提供拒否の取り扱い）
第５条　前条第１項及び第２項の規定により、担当課の指導に基づき当該事業所が当該入居等の契約を締結しないことをもって、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成25年島原地域広域市町村圏組合条例第２号）第129条及び第190条の規定により準用する第11条並びに指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例(平成25年島原地域広域市町村圏組合条例第３号)第87条の規定により準用する第13条のサービス提供拒否には当たらない取り扱いとする。
（雑則）
第６条　この要領に定めるもののほか、必要な事項は管理者が別に定める。
附　則
この要領は、平成25年４月１日から施行する。
附　則
この要領は、令和６年２月１日から施行する。
別紙様式（第３条関係）
事由（状況等）説明書
島原地域広域市町村圏組合（以下「本組合」という。）が指定する認知症対応型共同生活介護事業所及び指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所へ入居又は指定地域密着型介護老人福祉施設に入所するにあたり、本組合を構成する島原市、雲仙市及び南島原市（以下「構成市」という。）以外からの利用又は構成市の住民となった日から３月以内での利用を希望する者がいることから、これが特別の事由にあたるかどうかを審査していただきたく、その事由及び状況を提出します。
１．基本事項
	事業者名
	

	
	代表者名
	

	
	主たる事業所の所在地
	

	事業所名
	

	
	所在地住所
	

	
	管理者名
	

	対象となる利用予定者

	
	住所
	

	
	氏名
	

	
	保険者名及び保険者番号
	　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）

	
	被保険者番号
※本組合が保険者の場合のみ
	

	
	要支援・要介護度（入居予定時点）
	

	
	現在のサービス利用状況
	

	現在の住所の状況

	
	現在の住所
	□島原市　□雲仙市　□南島原市　□その他

	
	
	種別（該当の□内にレ）
	□居宅（□家族と同居　□独居）

□介護保険施設（　　　　　　　　　　　）
□その他の施設（　　　　　　　　　　　）

	サービス利用開始（予定）日
	


２．事由（状況等）説明
　○地域密着型サービス事業者の記載欄

　○被保険者（利用者）の担当ケアマネジャー等の記載欄
島原地域広域市町村圏組合管理者　様
　　年　　月　　日
申請者（指定申請者）
所在地　
名称　
代表者の職及び氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

≪備考（記載にあたっての留意事項等）≫
２．事由（状況等）説明
「○地域密着型サービス事業者の記載欄」又は「○被保険者（利用者）の担当ケアマネジャー等の記載欄」は、次の点に留意して記載してください。
(1)利用予定者の現在の保険者である市町村に所在する地域密着型サービスを利用できない事由
(例)「○○市にある、認知症高齢者グループホームの利用定員が一杯であるため。」
※「○○市内のグループホームより、□□市内の当該グループホームの方が、利用料金が安いため」、「知り合いの紹介のため」、「かかりつけの医療機関と同法人の事業者であり心安いため」などは、緊急性や妥当性などから適当な理由となりません。
(2)入所を希望する市（構成市に限る）に所在する地域密着型サービスを利用する事由
(例)「利用者は、○○市内の賃貸住宅に入居（住民登録：○○市）していたが、もともと△△市の住民で、家族も△△市に所在し、○○市には、生活の拠点もなく家族もいないため」
※「被保険者の住所が、○○市内の当該グループホームに近いため」・「家族の勤務地であるため」などは、適当な理由となりません。
(3)その他の事情等
（1）(2)以外でやむを得ないと考えられる事情があれば記載してください。
(1)利用予定者の保険者である市町村に所在する地域密着型サービスを利用できない事由


（※構成市の住民は記載不要）





























(2)入所を希望する市（構成市に限る）に所在する地域密着型サービスを利用する事由
































(3)その他の事情等











(1)利用予定者の保険者である市町村に所在する地域密着型サービスを利用できない事由


（※構成市の住民は記載不要）











(2)入所を希望する市（構成市に限る）に所在する地域密着型サービスを利用する事由














(3)その他の事情等
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担当者（連絡先）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　氏名（職名等）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　Fax番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　E-mail　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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